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第５章 構想実現のための考え方 
 

（１）機能分化・連携にあたっての基本方針 

 
ア）基本的な方針 
 
構想実現にあたっては、病床機能報告における機能区分ごとの病床数と、将来の目安とな

る必要病床数との比較や、必要病床数の現在から将来に向けての増減等を見据え、地域にお

いて十分に協議を行い、病床の医療機能の分化・連携を進める必要があります。 
2015 年（平成 27 年）の病床機能報告の結果を見ると、本県は全ての構想区域において、
推計結果と比較して、急性期病床が多く、回復期病床が不足しています。このため、急性期

から、回復期を担う病床へ機能の転換を進める必要があります。また、療養病床の患者の一

部を在宅医療等で対応することが見込まれているため、介護施設、24時間体制で医療の関わ
りが可能な施設「受け皿」の確保など、在宅医療の充実を進める必要があります。 
 機能の転換をはじめとする各区域での機能分化・連携の推進にあたっては、病床や施設の

不足による「医療難民」が発生しないよう、地域の医療需要を反映した必要な機能を確保し

たうえで進めることとします。なお、この場合において「地域」とは、構想区域だけではな

く、患者の流出流入の状況を踏まえたものとします。 
  
Ⅰ）確保すべき高度急性期・急性期の機能 

 
「急性期機能」として確保すべき病床は、次のような役割を担っている病床とします。 
なお、実際にこうした役割を担っているかの評価については、救急患者の受入れ状況や、

医療機関が算定する診療報酬の施設基準など、病床機能報告等による指標に基づく、適正な

評価が必要です。 
 
・二次救急の輪番制や、救急医療患者を多く受入れているなど、地域の救急医療体制の維持

において、重要な役割を担っていること。 
・地域において、自宅や施設等における容態急変時の対応など、在宅医療の支援病床として

必要不可欠であること。 
・地域で明らかに不足している診療科に関する高度急性期、急性期の病床であること。 
 
Ⅱ）「地域完結型」の医療連携 
 
地域医療構想は、ひとつの病院がすべての機能を持ち、病院だけで完結する「病院完結型」

の医療体制ではなく、地域の複数の医療機関による機能分化、連携を推進することで、「地域

完結型」の医療体制を目指しています。このため、地域において、急性期の重要な役割を担
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っている病院が、病棟単位で回復期等の機能へ転換しようとする場合は、その病院が果たす

べき役割の明確化を図るなど、事前に十分な調整が必要です。 
 
Ⅲ）慢性期の病床と在宅医療等の機能分化 
 
  慢性期病床について、病床機能報告と推計結果を比較すると、対馬区域を除く構想区域に
おいて病床機能報告による病床数が多い結果となっています。これは、推計方法が、療養病

床等に入院している患者のうち、在宅医療等で対応可能な患者については、できるだけ在宅

医療等で対応するという内容になっているためです。 
 在宅医療等への移行にあたっては、あくまで受け皿となる在宅医療等の体制が十分に確保

されているか、介護施設等の整備状況などに配慮しながら行うこととします。 
  
「慢性期機能」として確保すべき病床は、次のような役割を担っている病床とします。 
 
・自宅や地域の介護施設等で対応できない、医療必要度が高い慢性疾患や認知症の患者のた

めの病床（長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含む）や医療必要

度の高い慢性疾患患者及び筋ジストロフィー患者をはじめとする難病患者等を含む） 
・自宅や施設からの緊急時の一時預かり（レスパイト）など、在宅医療、介護体制の支援を

行うための病床 
・急性期を担う医療機関との連携体制において、人生の最終段階における医療や緩和ケアを

行うための病床 
・患者の在宅復帰に向けた地域の連携体制において必要な病床 
 
イ）離島の構想区域における方針 
 
 離島の構想区域においては、企業団の病院が区域の病床の大きな割合を占めており、その

動向が大きな影響を与えます。企業団病院は、平成 19 年の「公立病院改革ガイドライン」
に基づいて、下記のような見直しを行っています。 
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【表】長崎県病院企業団病院の再編等病床（一般・療養）の見直し状況 

 
 
平成 19年のガイドラインに基づく企業団の病床等見直しは、平成 27年５月の対馬病院の
開院で完了したばかりです。このため、急激な病床の変動をさける観点から、2020年（平成
32年）頃までは、回復期病床の充実や、在宅医療等の体制整備を図り、その後、病床の利用
率等を考慮しながら、必要病床数を見据えた調整を行うこととします。 
 
ウ）回復期病床の確保・在宅医療等の整備の推進 
 
 本県は回復期の病床が不足し、また、本土の構想区域においては特に在宅医療等の医療需

要が大幅に増えることが予想されています。また、離島においては、前述のとおり、病床の

見直しを実施してきた経緯があります。 
 このため、当面は回復期病床の確保や在宅医療等の体制の整備を重点的に推進することと

します。 
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【図】今後の方向性 

    

 
エ）地域医療構想調整会議の役割 
 
調整会議は原則として毎年度開催することとします。会議では次の事項について協議する

ものとします。このため、調整会議において、県は区域の病床機能報告の状況を報告するほ

か、関係する医療機関は具体的な説明を行い、必要に応じて分かりやすい資料の提出に努め

ることとします。 
 １）「カ）県の役割」において、調整会議における協議を必要とする事項 
 ２）地域の医療提供体制の現状と将来目指すべき姿の認識共有 
   ・県は病床機能報告と必要病床数の比較による達成状況等について報告する。また、

地域医療構想を実現するうえでの課題を抽出する。 
 ３）具体的な病床の機能の分化及び連携のあり方に関する事項 
   ・課題の抽出を行ったうえで、過剰な機能、不足する機能について、どのように調整

していくか、また、連携体制をどのように構築していくかについて議論する。 
 ４）基金を活用した具体的な事業に関する事項 
   ・事業の成果を含め、新たな取り組みなどの提案を行う。 
 
オ）医療機関による自主的な取り組み 

 
地域医療構想においては、各医療機関における病床の分化、連携の取り組みは、自主的に

行われることが前提となっています。病院、有床診療所が、それぞれの地域で求められてい

る役割は異なっており、そのことを理解したうえで、話し合いを進めていくことが重要です。 
医師会等の関係団体や公的医療機関、地域の基幹病院は、率先して多職種が集う連携の場、

研修の機会を作り、地域医療構想の実現に取り組むこととします。また、県や市町は、こう

した取り組みを支援することとします。具体的には、急性期と回復期の医療連携が課題とな

っている区域、療養病床が特に多い区域、区域の面積が広く、医療資源等の格差が大きい区

域、公的医療機関が大きな役割を果たしている区域など、区域ごとの特徴をとらえたうえで、

必要な関係者による「ワーキング会議」の開催等を支援します。 
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カ）県の役割 

  
県は、医療法に規定されている都道府県の役割に基づき、具体的に次のような関与を行う

ものとします。 
 
Ⅰ）開設、増床等への対応 

 
県は、医療機関に対する開設、増床等の許可にあたって、不足している機能区分の医療の

提供を行う旨の条件を付すこととします。 
 
Ⅱ）既存医療機関が過剰な機能区分に転換しようとする場合の対応 
 
・県は、既存の医療機関が、区域で過剰となっている機能に転換しようとする場合において

は、理由等を記載した書面の提出を求めることとします。なお、「過剰な機能区分に転換しよ

うとする場合」とは、病床機能報告における基準日（報告年の７月１日）における機能区分

と基準日後（６年後）の機能区分が異なる場合であって、基準日後の機能区分が過剰となっ

ている機能区分に該当する場合を指します。 
・書面に記載された理由が十分でないと認めるときは、当該医療機関に対して、調整会議に

おける参加と、説明を求め、調整会議における結論を尊重し、順守するよう当該医療機関に

要請することとします。 
・しかし、調整会議においても協議が整わない場合は、医療審議会を開催し、説明を求める

こととします。 
・その結果、地域の実情を十分に勘案してもなお転換理由がやむを得ないと認められない場

合は、医療審議会の意見を聴いたうえで、転換しないことを、公的医療機関に対しては命令、

それ以外については要請することとします。 
 
Ⅲ）稼働していない病床への対応 
 
・県は、病床機能報告において、病棟単位で病床が稼働していないことが明らかな場合、当

該医療機関に対して、その理由について調査を行うこととします。 
・また、調査結果について調整会議に報告し、その理由が正当なものであるかどうか、意見

を聴くこととします。 
・病床過剰地域において、地域の実情を十分に勘案してもなお正当な理由がないと県が判断

した場合、医療審議会の意見を聴いたうえで、「当該病床を削減すること」を、公的医療機関

に対しては命令、それ以外については要請することとします。 
 
Ⅳ）協議が調わない場合の対応 
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・県は、調整会議における協議が調わず、自主的な取り組みだけでは、機能連携が不十分と

認める場合において、医療審議会の意見を聴いたうえで、不足している機能区分の医療の提

供を行うこと等について、公的医療機関に対しては指示、それ以外については要請すること

とします。 
 
（２）在宅医療と介護の充実 

 
ア）人材の確保 
 
・介護施設等においては、高齢者の増加、要介護度の重度化により医療的ケアが必要な入所

者が増えており、対応できる人材の確保が必要です。人材の育成にあたっては、医療と介護

の連携を図りながら、特に職種間コミュニケーションやスキルアップを目的とした教育を支

援していくことが重要です。 
・生産年齢人口の減少に伴い、各区域で医療、介護人材の確保が困難になっており、必要な

医療的ケアや介護サービスが提供できるよう、医療と介護が連携を図りながら、人材確保の

調整を行っていくことが必要です。 
 
イ）受け皿となる介護保険施設等の整備 
 
・入院患者の在宅医療等への移行が見込まれているため、日常的な医学的管理程度の医療、

看取り、ターミナルケア、リハビリテーション等これまで主に医療機関が対応していた機能

に対応する介護施設等の整備を、地域の実情に応じて行う必要があります。 
・施設の類型については、国においては、「療養病床の在り方等に関する検討会」において、

慢性期の患者に対応する施設のあり方等について議論が行われており、ここで示される新し

い施設の類型などを参考にすることとします。 
・家族との団らんの場を設置するなど、「住まい」の機能を重視した施設に対して、地域の病

院や診療所が 24時間対応できる体制の構築を推進します。 
・介護施設の整備にあたっては、住民が負担する介護保険料に大きく影響することから保険

者である市町の意向も踏まえ、在宅医療等が必要な患者の需要を見極めたうえで、慎重な検

討が必要です。 
 
ウ）多職種連携の推進 
 
・「地域包括ケアシステム」構築のためには、医師、歯科医師、看護師、薬剤師及び介護関係

者等、患者に関わる多職種が、迅速に情報を共有し、切れ目のない支援を行うことが不可欠

です。「あじさいネット」では、在宅医療、介護に対応する機能の強化を図っており、これを

利用して迅速な情報共有を行います。また、基幹病院（情報提供病院）が中心となって、地
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域の診療所、介護事業所等との情報共有ネットワークによる連携を推進します。 
・訪問歯科診療に関するマッチングシステムの整備等、歯科医師会を中心とする在宅での口

腔ケアの取り組みを推進するほか、退院後の支援を迅速に行うため、医科と歯科の連携を強

化します。 
・「薬局」の薬剤師による在宅での服薬指導の充実のため、他の職種と連携して調剤情報を管

理することで、質の高い医療を提供することを目標とします。 
 
エ）介護保険サービスの状況 

 
 介護保険サービスの動向をみると、特別養護老人ホームや老人保健施設などの「施設系」

サービスは横ばいとなっていますが、地域密着型、居宅系のサービスは増加傾向にあります。 
 
【図】介護保険第 1号被保険者のサービス受給者数（年間）の推移 

 
※県の長寿社会課調べ。 
・地域密着型サービス：平成 18年の介護保険法改正により新たに制度化。原則として施設が所在する市町村の住
民を対象として、小規模な施設や複数のサービスを組み合わせた訪問介護や看護を提供します。 
・居宅系サービス：自宅にいながら受けられるサービスで、訪問介護、訪問看護、通所介護、通所リハビリテー

ション等を指します。 
・施設系サービス：施設に入所して受けるサービスで、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護老人保健

施設等を指します。 
 
本県は全国的にみて療養病床の入院受療率が高い県です。療養病床の入院受療率は、東日

本が低く、西日本が高い傾向にあります。特に低い県と高い県を比べると、施設系サービス

にあまり差はみられませんが、通所介護、短期入所（ショートステイ）など、日常介護する

家族等の負担を軽減するサービスに差がみられます。 
また、本県は、訪問看護ステーション数や勤務者数が全国平均と比較して少なく、ステー

ションあたりの勤務者数も少なくなっています。反面、在宅療養支援診療所の届出診療所数

は多くなっています。 
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【図】65歳以上人口千人対の主な介護保険サービスの受給者数 
※厚生労働省「介護給付費実態調査」（平成 26年度サービス受給者数）より。 

 
 
【表】訪問看護ステーション・在宅療養支援診療所の全国との比較 

※厚生労働省 介護サービス施設・事業所調査及び医療施設調査（平成 26年度） 

 
構想区域ごとの、訪問看護ステーション、在宅療養支援診療所、施設数をみると、訪問看

護ステーション、在宅療養支援診療所は、佐世保県北、県南区域及び離島の構想区域で少な

い反面、施設については、離島の構想区域が多くなっています。 
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【表】訪問看護ステーション、在宅療養支援診療所、施設の状況 

 
※訪問看護ステーションは平成 27年 4月現在、在宅療養支援診療所は平成 27年 10月現在医療政策課調べ。その
他は厚生労働省「平成 26年介護サービス施設・事業所調査」による。着色は特に多い区域。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

介護保険等関係用語の説明 
○在宅療養支援診療所 
24時間連絡を受ける医師又は看護職員を配置し、往診等の体制が構築されている診療所であり、厚
生労働省にその旨の届出をおこなったもの。常時３名以上の常勤医師が確保されている場合、強化
型として届出が可能。 
○介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 
自宅での介護が困難な寝たきりの方等に対して、入所により、入浴や食事をはじめとする日常生活
の介護や機能訓練、健康管理、療養上の世話などのサービスを提供する施設。 
○介護老人保健施設 
病院と自宅の中間的な役割を持ち、在宅復帰をめざすための医療的ケアやリハビリテーションを提
供する施設。 
○介護療養型医療施設（療養病床の一種） 
慢性的な症状のための療養を行うため、医療機関の療養病床のうち、介護保険が適用される施設。
○訪問介護 
介護福祉士や訪問介護員が介護を要する利用者の居宅等を訪問し、入浴、排泄、食事等日常生活を
送るうえで必要となるサービスを提供。 
○訪問看護 
訪問看護ステーションから、看護師や保健師、理学療法士、作業療法士などが、介護を要する利用
者の居宅等を訪問し、療養にかかわる世話や、医師の指示のもと、必要な診療の補助を行う。 
○通所リハビリテーション 
医療機関や介護老人保健施設などで、食事や入浴などの日常生活の自立を目的とする機能回復の訓
練などを日帰りで提供。 
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オ）病床からの移行見込み数の推計 
 
医療法に基づく計算方法で推計された在宅医療等の医療需要は、「病床からの移行見込み

分」（一般病床の 175点未満、療養病床の医療区分１の患者の 7割及び地域差解消分）と「訪
問診療を受けている患者」及び「介護老人保健施設のサービス受給者」の合計です。このう

ち、「訪問診療を受けている患者」については、具体的な医療需要が推計されています。その

他については内訳が不明であるため、介護老人保健施設のサービス受給者数を老人福祉介護

計画から仮定し、「病床からの移行見込み分」がどのくらいか推計しました。 
県全体でみると、2025年には、在宅医療等で対応すべき患者のうち、「病床からの移行見
込み分」が、概ね 6,500人/日程度となると見込まれています。 
 
【図】在宅医療等の医療需要の分析結果（病床からの移行見込み数） 
※推計（現状）は医療法による 2013年診療報酬データ等に基づく推計結果。 
※在宅医療等の医療需要の単位は人/日。訪問診療分については、全て医療法の推計結果を採用。 
※介護老人保健施設の医療需要は、第 6期県老人福祉介護計画によるサービス受給見込みを採用した。 

 
【表】在宅医療等の医療需要の分析結果（病床からの移行見込み数）構想区域別の内訳 

 

（介護保険以外の主な施設） 
○養護老人ホーム 
環境上及び経済的理由により居宅において養護を受ける事が困難な人を対象とし、自立した生活及
び社会的活動に参加するために必要な指導及び訓練、その他の援助を提供する施設。 
○軽費老人ホーム 
介護は不要だが身体機能の低下や、独立して生活するには不安があり、家族による援助を受けるの
が困難な人を対象とした低額料金の施設。所得制限あり。 
○有料老人ホーム 
終身介護に対応する施設から健康な方を対象としたものまであり、入浴や排泄、食事といった介護
サービスや洗濯、掃除等の日常生活サービスのいずれかを提供する施設。 
○サービス付き高齢者向け住宅 
有料老人ホームのうち、バリアフリー構造の賃貸住宅で、職員が常駐し、介護や医療と連携した状
況把握サービスや生活相談サービス等を提供。介護保険のサービスを付けることも可能。 


